
 

（国） 
・国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社会を持続可能で確かなものとする

上で不可欠であることから、国は、国民運動を通じた気運の醸成、制度的枠組みの

構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り組む。 

（地方公共団体） 
・仕事と生活の調和の現状や必要性は地域によって異なることから、その推進に際し

ては、地方公共団体が自らの創意工夫のもとに、地域の実情に応じた展開を図る。 
 

（２）包括的な次世代育成支援の枠組みの構築 

今後の人口構造の変化に対応して、仕事と生活の調和を推進し、かつ、国民が希望す

る結婚や出産・子育ての実現を支えることに早急かつ戦略的な対応を図るために、次の

３つの考え方で、給付・サービスを再構築するとともに、全国どの地域でも体系的に整

備され、すべての子どもや子育て家庭に普遍的に提供される枠組みを構築する。 
 

＊親の就労と子どもの育成の両立を支える支援 
＊すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス 
＊すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組 

 
２．課題 

 

（１）仕事と生活の調和の実現 

◆就労による経済的自立ができない層 

・正社員以外の働き方の増加等を背景に、安定した仕事に就けず、経済的に自立する

ことができない。 
◆健康で豊かな生活のための時間が確保できない層 

・企業間競争の激化、長期的な経済の低迷、産業構造の変化により、正社員の労働時

間が高止まりするなど、仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかねない。 
・長時間労働により、家族団らんの時間や地域で過ごす時間が持てない。 

◆仕事と子育ての両立の難しさ 

・勤労者世帯の過半数が共働き世帯になる等人々の生き方が多様化している一方で、

働き方や子育て支援などの社会的基盤は変化に対応したものとなっていないなど、

仕事と子育てや老親の介護との両立が難しい。 
 

（２）包括的な次世代育成支援の枠組みの構築 

◇全体を通じた制度的な課題 
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